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１．はじめに 

 

 港湾に関する統計については、入港船舶数、海上

出入貨物、陸上出入貨物等のデータで構成され毎年

調査が実施される「港湾統計」をはじめ、海上コン

テナ貨物を対象に背後圏等を調査する「全国輸出入

コンテナ貨物流動調査」など各種調査が実施されて

いる。 

一般的に行政が実施する統計調査は、継続性が問

われるため調査内容の不断の見直しが行われにくい

環境にある一方で、民間申請事業者への負担軽減に

対する近年の要望、電子化によるデータのマッチン

グなど、新たな対応も求められている。 

本稿では、港湾をとりまく統計やデータについて

検討すべき課題を整理するとともに、新たな評価に

関連する必要データなど今後の行政を進める上で求

められる統計調査について考察を行う。 

 

２．港湾に関する官庁統計の概要 

 

（１）官庁統計の種類 

 国や地方公共団体が作成する官庁統計は、図―１

に示すとおり、調査統計と業務統計の大きく２つに

分類される。 

 調査統計は、まさに統計の作成を目的として実施

される統計調査の結果から直接作成されるものであ

る。調査統計は、統計法、統計報告調整法等の関係

法令に基づき更に３つに分類され、重要な統計とし 
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て総務大臣が指定する指定統計調査、総務大臣の承

認が必要な承認統計調査、事前に総務大臣への届出

が必要な届出統計調査に分類される。

 
 
 
 
 

図－１ 官庁統計の種類 
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 一方で、業務統計は、登録、届出、業務記録など、

国の行政機関が行政上あるいは業務上の必要から集

められた、もしくは作成した業務記録を基に直接作

成される統計である。例えば、貿易統計は、税関が

関税の確定、納付、徴収等の業務上の必要から集め

た申告書を基に作成されている。 

 

（２）港湾に関する統計の概要 

 港湾に関しては入出港船舶、取扱貨物、貿易額な

ど様々なデータがあり、官公庁などによって定期的

にデータが取得されている。また、国際的な荷動き

をする海上コンテナ貨物などについては、米国の通

関統計ベースをもとにしたデータ（PIERSデータ）

や、船に関しては英国のロイズデータなどがある。

 港湾に関わる主要な官庁統計の概要を以下及び表

―１に示す。 

a)港湾統計 

 港湾統計は、統計法の制定で指定統計調査として

指定され、当時の運輸省が昭和22年から施行してい

る。この間、時代の要請に合わせて、逐次に見直し

ながら、現在の体制となっている。 

 港湾統計は、入出港船舶隻数、船舶乗降人員数、

フレートトンやＴＥＵで表される海上出入貨物で構

成される本統計と仕向・仕出地の港湾背後を調査す

る陸上出入貨物調査に分類される。 



 本調査は、都道府県が調査主体となって毎年調

査・毎月調査として実施されており、陸上出入貨物

調査は、全国を５ブロックに分割し、１年に１ブロ

ックずつ調査を実施しているために、港毎の結果に

ついては５年ごとの頻度になっている。 

b)全国輸出入コンテナ貨物流動調査 

 全国輸出入コンテナ貨物流動調査は、国際海上コ

ンテナ貨物の流動実態を正確に把握し、コンテナ貨

物政策の基礎資料とするために、昭和45年から概ね

５年間隔（昭和45年、47年、49年、53年、60年、平

成元年、５年、10年、15年）で実施されている。 

 この統計は、５年間隔で実施されているなど調査

頻度が低いものの、生産・消費地、利用港湾、原産

国・仕向国などを調査内容としており、海上コンテ

ナ物流全体を把握することができる。 

 本統計調査の特徴は、調査内容の一部を税関に電

子申請されたSea-NACSSを活用していることである。

Sea-NACSSの電子データを利用することで、申請義

務者の過大な負担の一部軽減を図るとともに、効率

的に統計が作成されている。 

c)全国貨物純流動調査1) 

 全国貨物純流動調査は、昭和45年から概ね５年間

隔（昭和45年、50年、55年、60年、平成２年、平成

７年、平成12年）で実施されている。 

 この統計調査は、海上貨物に限らず貨物のそのも

のの動きに着目し、貨物の出発地から届先地までを

一区切りの流動として捉えた調査で、調査対象を貨

物の主要な出荷元となる鉱業、製造業、卸売業、倉

庫業の事業者の側から捉えるものである。 

 なお、３日間流動調査やサンプル調査であること

から、個別港湾の背後圏を十分に把握できない側面

も有し、その他の流動調査との相互補完が必要とな

っている。 

d)貿易統計2) 

 貿易統計は、我が国の貿易の実態を正確に把握す

ることを目的とし、関税法及び経済統計に関する国

際条約に基づき、作成・公表しているもので、税関

を通過の際に提出された資料に基づいて作成される

業務統計である。全国の税関で把握している我が国

の輸出入貨物の実態を集計したもので、国民所得統

計、国際収支統計など各種経済統計の基礎資料とな

るなど、世界貿易に関する資料に利用され、国連、

ＯＥＣＤなどに送付されるなど、悉皆調査であるに

もかかわらず、速報性、精度が高い。 

 ただし、貿易統計では、港湾・空港官署別（支署

及び出張所含む）の輸出入金額が集計されているた

め、保税運送により積み地（輸出）や荷揚げ地（輸

入）以外の保税地域で通関される場合は、当該保税

地域を管轄する官署に計上されるので、実際にはそ

の港湾で輸出入されていない場合もある。 

 

３．港湾に関する統計の問題点 

 
（１）港湾の官庁統計等の活用事例 
 港湾の官庁統計等の各種統計は、全国ベースでは、

我が国の将来港湾貨物量の需要予測やそれをもとに

した港湾の施設配置に係る計画策定などに活用され

ているほか、近年では、社会資本整備重点計画の策

定をはじめ成果重視・国民重視の行政が求められる

なかで、輸送コスト削減などのアウトカム指標の達

成状況のチェックアップなどに利用されている。ま

た、個別の事業評価などに関しては、平成１０年度

表―１ 港湾に関する主要な官庁統計 

統計名 分類 調査内容 実施機関 調査

期間

調査 
頻度 備考 

港湾統計（本統計） 指 定 統 計

調査 
入出港船舶隻数、船舶乗降人員数、

海上出入貨物 
国土交通省情報

管理部 
１月 
１年 

毎月 
毎年 速報性に欠ける。 

港湾統計（陸上出入貨

物調査） 
指 定 統 計

調査 
港湾から搬出される貨物の仕向地、

港湾へ搬入される貨物の仕出地 
国土交通省情報

管理部 １月 毎年 
(５年) 

５ブロック５年ごと。 
速報性に欠ける。 

全国輸出入コンテナ貨

物流動調査 
承 認 統 計

調査 
輸出入コンテナ貨物の国内の生産消

費地～国外の流動状況 
国土交通省港湾

局 １月 ５年 速報性に欠ける。 

全国貨物純流動調査 承 認 統 計

調査 
貨物の出発地から届先地までの流動

状況。荷主へのアンケート調査。 
国土交通省政策

統括官 ３日 ５年 サンプル調査 

貿易統計 業務統計 我が国の輸出入貨物の金額、品目、

数量。 財務省関税局 １月 毎月 悉皆調査。速報性、精度が高

い。 
       



から国土交通省において本格導入されている新規事

業採択時評価や再評価、平成１５年度から導入され

た事後評価などにおいて、港湾貨物量はもとより、

貨物の背後圏や利用船舶などの統計を活用している。 
 輸出入貨物に関わる平成１４年度末から平成１５

年度末までのコスト削減額の実績を試算した事例を

図―２に示す。 

 

（２）港湾に関する統計の問題点 

 港湾に関する統計については、関係者からも多く

の要望等が寄せられており、その課題解決に取り組

んでいるところであるが、特に以下の点が大きな問

題としてあげられる。 

a)新たな評価等に関わる統計調査 

 個別の事前・再評価・事後評価などについては、

従来以上に透明性、精度向上などが求められている

ほか、国民やユーザーの視点に立った成果重視の行

政が求められておりアウトカム指標の公表などが不

可欠となってきている。 

 一方で、統計調査は、これらの評価に関連して必

要となる個別港湾毎の貨物の背後圏、船舶の船型動

向など、調査内容や調査時期、報告時期などについ

ての見直しが十分に進んでおらず、行政ニーズに対

応できていない状況にある。 

 例えば、国土交通省港湾局にて実施している国際

海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率などの指標の

毎年度のチェックアップに関しても、より精度の高

い算出方法などの検討が必要であるとともに、必要

となる統計データのあり方などについても検討が必

要である。 

b)申告義務者への負担軽減 

 港湾を取りまく統計調査をめぐる環境は、港湾貨

物の増大やコンテナ化による荷役作業の効率化など

により急激に変化し、これが地方公共団体や民間企

業の負担を増大させ、ひいては統計の精度に影響を

及ぼすことが懸念される。特に、景気が長期的に低

迷している中で、企業における人員削減が進んでお

り、この結果、統計調査への協力が大きな負担とな

り調査票の回収の遅延、回収率の低下をもたらすこ

とになる。 

 より精度の高い統計調査を実施するには、類似調

査の見直し、調査項目の削減など地方公共団体、民

間業者等の申告義務者への負担軽減が不可欠になっ

ている。 

 

４．港湾に関する統計の目指すべき方向性 

 

（１）目指すべき方向性 

 政府全体としては、「統計行政の新たな展開方

向」（平成15年6月27日各府省統計主管部局長等会

議申合せ）により、今後５年から10年の具体的な方

策等の方向性が示されている。まさに、社会・経済

情勢の変化に対応した統計の整備、統計調査の効率

的・円滑な実施、統計データの利用の拡大等統計行

政全般にわたって、統計行政上の諸課題を取り上げ

たものである。 

 今後は、利用者である行政側や申告者である都道

府県等の要請も踏まえ、港湾に関する統計の見直し

にあたっては、特にa)情報技術の活用、b)類似調査

の整理合理化、c)加工統計の作成の３点を考慮しつ

つ、統計に係る環境整備を図る必要がある(図－３)。 

a)情報技術の活用 

 港湾諸手続きの簡素化、港湾EDIや電子タグを利

用したセキュリティの確保というIT化・情報化が進

展している中で、このような電子情報をうまく統計

に活用することや調査自体のオンライン化が不可欠

になっている。 

 港湾に関する統計の情報化を進めることは、申告

平成１５年度中の新

規供用国際海上ｺﾝﾃﾅ

ﾀｰﾐﾅﾙ等 

平成１４年度国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ取扱貨物量等

平成１４年度末国際海上ｺﾝﾃﾅﾀ

ｰﾐﾅﾙ等の総輸送ｺｽﾄ Ｓ14 

（陸上＋海上＋港湾ｺｽﾄ） 

平成１５年度国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ取扱貨物量等

 

 
①陸上輸送距離分析 

・全国ｺﾝﾃﾅ貨物流動調査、陸上出入貨物調査 等

②海上輸送ｺｽﾄ分析 

・船型別寄港実績等 

③港湾ｺｽﾄ分析 

・ﾀｰﾐﾅﾙ取扱量 等 

平成１５年度末国際海上ｺﾝﾃ

ﾅﾀｰﾐﾅﾙ等の総輸送ｺｽﾄ Ｓ15 
輸送ｺｽﾄの削減率 

 (Ｓ14-Ｓ15)/Ｓ14 

図－２ 海上輸送貨物のコスト削減試算フロー 



【政府の方針】 

○政策評価への統計の活用等の推進 

○統計調査の計画的見直しによる整理合理

化 

○オンライン調査の拡大など情報通信技術

を活用した統計調査の推進 等 
「統計行政の新たな展開方向」（平成 15 年 6 月 27 日

各府省統計主管部局長等会議申合せ）より 

【港湾関係統計への要請】 

○行政側（利用者側） 

 ・政策評価等のための背後圏での貨物の動きや輸

送ルートの詳細情報 

 ・統一的な海外関連データ 等 

○港湾管理者、民間企業（申告者側） 

 ・複雑化、増加する物流状況の把握が困難 

 ・報告者負担軽減 等 

【港湾に関する統計の目指すべき方向】 

○情報技術の活用（港湾ＥＤＩ、電子タグ等の電子データの活用、オンライン調査） 

○類似調査の整理合理化（陸上出入貨物量調査、全国輸出入コンテナ貨物流動調査等） 

○加工統計の作成（貿易統計とのマッチング等） 

図－３ 港湾に関する統計の今後のあり方

義務者の作業の軽減を図る側面も有し、その精度向

上はもとより電子タグの活用により情報取得も可能

となることから、利用者・申請者の双方に配慮しつ

つ、その推進を図る必要がある。 

b)類似統計の整理合理化 

 指定統計である港湾調査は、平成12年度に調査内

容を見直し、調査対象の54品目から81品目への変更

やコンテナ貨物への対応を行うなど充実を図ってい

るが、継続性が問われるため調査内容の廃止を含め

た不断の見直しが行われにくい環境になっている。 

 そのような中で、港湾調査のうち陸上出入貨物調

査と港湾局が実施している「全国輸出入コンテナ貨

物流動調査」については、関係団体等から調査内容

が一部重複しているとの指摘も受けており、両調査

の重複排除、調査期間の短縮等実施方法の簡素合理

化が要望されている。 

 国土交通省では、運輸関係に係る指定統計の見直

し作業を始めており、港湾調査については、調査項

目等の見直しについて、特に、陸上出入貨物調査に

ついて「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」と統合

する方向で検討しているが、申請者側の要請等にも

十分に配慮して見直しを図る必要がある。 

c)加工統計の作成 

 貿易統計は、通関業務の一環で作成されるという

性格上、速報性や精度が高い上、特に近年、通関手

続きの電子化がSea-NACSSにより促進されているな

ど、その利用価値が非常に高い。貿易統計について

は、海上コンテナ貨物で一部利用がされつつあるが、

港湾統計への利用・活用には、通関で申告される単

位と港湾で利用させる単位との整合など検討課題も

あることから、今後、省庁間を超えたデータの活用

について検討が必要である。 

 さらに、その他の統計に関しても加工統計の作

成・利活用方策についても検討が必要である。 

 

５．おわりに 

 

 今後は、港湾に関する統計の目指すべき方向を踏

まえて、行政が必要な統計を計画的に見直し・整備

しなければならない。その際、行政サイドの視点だ

けでなく、研究サイドや民間企業が、統計に対しど

のようなニーズがあるか、また、データの公表等も

含めて統計を利用しやすい環境整備をいかに整える

かも重要な視点であると考えており、関係者のご協

力を踏まえて進めてまいりたい。 

 なお、検討を進めるにあたっては、申請者側の負

担や特定企業の情報に関する守秘義務の範囲をどの

ように設定するかなど多くの課題も残されている。

我が国と米国の間で情報公開や守秘義務の範囲が異

なるものの、米国のJOC社の荷動き統計は、通関デ

ータを利用した加工統計のひとつとして参考になる

と考えている。 
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